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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

売上高 (百万円) 278,970 278,429 535,115 559,041 860,420

経常利益 (百万円) 13,058 19,092 28,166 32,438 43,186

中間(当期)純利益 (百万円) 6,738 8,379 8,200 16,375 12,548

純資産額 (百万円) 173,257 337,093 342,896 181,019 335,427

総資産額 (百万円) 524,155 994,460 979,904 515,956 969,589

１株当たり純資産額 (円) 485.03 634.62 645.71 506.82 631.54

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 18.86 20.19 15.44 45.72 26.48

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.1 33.9 35.0 35.1 34.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 26,073 8,165 22,543 66,437 55,957

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △18,819 △8,806 △27,325 △37,328 △28,784

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,077 △745 △9,278 △24,685 △33,149

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 55,589 89,518 70,951 51,876 83,704

従業員数 
(外 平均臨時雇用者数) 

(名) 
17,257
(2,223)

35,585
(2,446)

34,033
(4,449)

17,199 
(1,933)

34,710
(5,090)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

営業収益（売上高） (百万円) 180,165 5,970 25,041 357,853 15,036

経常利益 
(△は経常損失） 

(百万円) 9,051 △4,626 12,176 20,746 △12,005

中間(当期)純利益 
(△は中間(当期)純損失) 

(百万円) 4,379 △3,911 12,924 6,481 △12,063

資本金 (百万円) 37,519 37,519 37,519 37,519 37,519

発行済株式総数 (千株) 357,655 531,664 531,664 357,655 531,664

純資産額 (百万円) 165,983 238,436 253,926 165,730 243,829

総資産額 (百万円) 371,167 333,656 447,042 363,817 435,266

１株当たり純資産額 (円) 464.36 448.89 478.17 463.77 459.11

１株当たり中間 
(当期)純利益 
(△は１株当たり中間 
(当期)純損失) 

(円) 12.25 △9.42 24.34 18.00 △25.50

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 5 5 5 10 10

自己資本比率 (％) 44.7 71.5 56.8 45.6 56.0

従業員数 (名) 4,206 101 132 4,032 134

(注) １ 営業収益（売上高）には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 第100期中間会計期間から当社は、各事業を会社分割し持株会社に移行しております。 
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２ 【事業の内容】 
当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

平成１６年４月１日にコニカミノルタフォトイメージング㈱（連結子会社）はコニカミノルタカメラ㈱（連結

子会社）と合併し、コニカミノルタフォトイメージング㈱（連結子会社）となりました。 

平成１６年４月１日にコニカメディカル㈱（連結子会社）は共立メディカル㈱（連結子会社）と合併し、コニ

カミノルタメディカル㈱（連結子会社）となりました。 

平成１６年４月１日にコニカ情報システムズ㈱（連結子会社）はフェイマス㈱（連結子会社）と合併し、コニ

カミノルタ情報システム㈱（連結子会社）となりました。 

平成１６年７月１日にコニカミノルタビジネスソリューションズ㈱（連結子会社）はコニカミノルタテクノシ

ステム㈱（連結子会社）と合併し、コニカミノルタビジネスソリューションズ㈱（連結子会社）となりました。 

 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

議決権の所有(被所有)割合 
名称 住所 資本金

主要な事業の

内容 所有割合 
(％) 

被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 百万円   

Konica Minolta  

Photo Imaging  

Australia Pty.Ltd. 

注１ 

New South 

Wales,Australia 155

フォトイメー

ジング事業 100.0

 

― 

フォトイメージング
製品の販売 
 
役員の兼任 無 

(注) Konica Minolta Business Solutions Australia Pty.Ltd.からの分離 
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４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成16年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

情報機器事業                      20,096 (  332) 

オプト事業  2,262 (2,008) 

フォトイメージング事業  6,477 (1,935) 

メディカル＆グラフィック事業                       2,703 (   40) 

計測機器事業                          233 (    1) 

その他事業                        2,262 (  133) 

合計   34,033 (4,449) 

(注) １ 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。なお、臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員

を除いております。 

２ 当社従業員132名は、「その他事業」に含めて記載しております。 

 

(2) 提出会社の状況 
平成16年９月30日現在 

従業員数(名) 132 

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 
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